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名古屋大学情報文化学部と名古屋環境取引所が 
「省エネ技術及び温暖化ガスの排出量取引演習」を共同で実施 

 
国立大学法人 名古屋大学情報文化学部  学部長 佐野 充 
有限責任中間法人名古屋環境取引所  理事長  藤井 清明 
株式会社日立製作所 （ソフトウエアの提供と技術協力） 

 
[連携交流協定について]  
名古屋大学情報文化学部と有限責任中間法人名古屋環境取引所は、昨年 10月に、連携交流協定を取り交わしま
した。名古屋大学情報文化学部は、名古屋環境取引所との連携を通じて、教育・研究と地域社会の発展に寄与し、

大学内の教育・研究を実際の企業活動に活かすことを意図しています。名古屋環境取引所は、有用な省エネ技術

の効果的な移転を市場原理に基づいて推進することを目的としています。 
連携交流協定の内容は、 
（１） 情報文化学部の授業への講師の派遣と当該授業の市民への開放 
（２） 共同研究活動 
（３） 地域貢献活動への相互協力 
であり、 
①気候変動について大規模排出事業者の意識調査とその分析 
②省エネルギー技術の移転の制度設計とその情報システムの研究 
③省エネルギー技術の情報検索エンジンの研究 
④地球温暖化ガスの排出量取引のシミュレーションや経済効果の研究 
などについて共同で研究を進めています。 
 
このたび、省エネ技術の企業間取引と排出量取引を組み合わせたスキームの演習を、情報文化学部生と参加企

業がチームを作り、学内のコンピュータ施設を利用して、以下のように実施することになりました。 
 
[省エネ技術及び排出量取引演習の背景および現状の課題]  
２００８年から始まる京都議定書の第１約束期間に向けて、日本企業が準備すべき課題はたくさんありますが、排出

量データの算定と検証、温暖化ガスの排出量取引のノウハウ修得もそのひとつです。 
名古屋環境取引所は、省エネ先進企業の持つ技術を後進企業に水平展開することによって産業セクター全体の

エネルギー消費削減効果と経済的価値をもたらすスキームを提唱しています。温暖化ガスの排出権の発行とその

取引は、それ自体が目的ではなく、そうした省エネ活動とＧＨＧ削減活動を推進するための経済的インセンティブ

と位置づけられています。 
 
国際的にはすでに世界各地で活発化しつつある温暖化ガス排出量取引ですが、日本だけがいまだ明確な合意形

成や決断がないままに推移しています。日本が世界の動きに取り残されないためには、国際的な制度やシステム

とも整合させつつ、日本独自の排出量削減と排出量取引の仕組みを開発し、日本から世界に向けて発信していく

ことが必要と考えられます。 



[省エネ技術及び排出量取引の演習の方法] 
参加企業３０社と学生がチームをつくり、２００７年のエネルギー使用量を基準に温暖化ガスの削

に設定し、その目標達成に向けて、２００８年から省エネ後進企業と省エネ先進企業との間で省

行ないます。 
省エネ技術を導入した後進企業は、その技術を用いて省エネ活動に取り組み、削減目標を達

過達成分のクレジット（温暖化ガス排出権）を受け取り、未達成の場合にはクレジットを取引市場

充当します。 
省エネ技術を提供した先進企業は、技術提供の対価を得るとともに、省エネ効果が上がった場

ブとして後進企業からクレジットが分配されます。目標超過達成した場合にはクレジットを受け取

にはクレジットを市場から調達して目標達成に充当します。クレジットは、コンピュータ上の取引市
 
[省エネ技術及び排出量取引の演習の概要] 
演習の前日（２月２２日）に実施するセミナーで、学生と企業の参加者が、３０件の模擬企業プロフ

たエネルギー使用データに従って温暖化ガスの排出量を算定し、排出量削減のためにどんな

すればよいかを、数社単位で編成する企業グループ内で、図上演習します。 
演習（２月２３日）では、各チームは担当する模擬企業の排出量削減目標を達成するため、省エ

ら自社にふさわしい技術を選択します。省エネ技術導入だけでは排出量削減目標を達成できな

ト取引によってクレジットを購入します。目標を達成できたチームは余剰分のクレジットを売りに出

（需要と供給、思惑など）によりクレジット価格が決まります。 
この省エネ技術取引とクレジット取引を、市場ルールを種々に設定して、２００８年から２０１２年ま

します。 
 
[省エネ技術及び排出量取引の演習の狙いと効果] 
学部生は演習を通じて社会の新しい動き、社会のルールや仕組みなどを体感でき、文理融合

の目的である「広い視野と総合的な判断のもとに情報の価値を見極めることができる真の情報

人材の育成」に大きな効果があり、さらなる情報処理能力の向上など学習への動機付けが高まる

また、演習を通じて、最も効果的で、公正で公平な取引スキームや市場ルールの確立が可能に

らに、クレジット取引により、参加企業は排出量取引の方法を学ぶことができる。  
なお、本演習の結果については、学会などを通じて社会に広く公表される予定である。 
 
[演習実施日程]  
・事前リハーサル：２００６年２月１４日（火）１３：００から１７：００ 
・演習：２００６年２月２３日（木）９：３０から１７：００ 
 

問合せ先 
佐野 充 （情報文化学部長） 

名古屋大学 情報文化学部   電話０５２－７８９－４７１４ もしくは ７８９－４７１６（ダイ

 
演習実施責任者 

向井征二（名古屋環境取引所 常任理事） 
事務局 名古屋市東区泉１－２２－３５ チサンマンション桜通久屋８０

電話０５２－９６１－２７９０ ＦＡＸ－０５２－９６１－２８０５ 
Ｅｍａｉｌ：ｉｎｆｏ@nctx.jp  または seiji-mukai@muh.biglobe.ne.jp
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